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私たち日本の市民団体は、三井物産の主要株主39機関の皆様に、同社が進めるブラウズLNG
事業やブロックB-オモンガス開発事業などの新規化石燃料ガス事業、ならびにサフィ石炭火力
発電所へのアンモニア混焼導入を見直すよう、三井物産に対しエンゲージメントをお願いしたく、

本要請書を送らせていただきます。三井物産の化石燃料事業は、投資家の皆様に重大な気候

変動リスクと評判リスクをもたらすものです。

パリ協定の重要な原則の一つは、資金の流れを、温室効果ガスについて低排出型であり、及び

気候に対して強靭である発展に向けた方針に、適合させることです。投資家には、その運用資産

が本協定と整合しているか確認する責任があります。従って私たちは、投資家の皆様に対し、三

井物産の化石燃料事業が抱える重大なリスクを考慮に入れ、こうした懸念を貴機関の三井物産

とのエンゲージメントに取り入れ、気候変動をさらに加速させるような事業を同社が進めないよう

に働きかけるよう要請します。

気候変動がもたらす深刻なリスク

地球の気温は産業革命以前と比べすでに1.2℃上昇しており、気候変動の影響はすでに世界中
で甚大なものとなっています。世界の樹木被覆面積の昨年の消失分のうち3分の1以上が火災に
よるもので、過去最大規模と報告1されました。国連の専門家は、昨年世界で国内避難民となっ

た5,910万人のうちほとんどが気候関連災害によるもので、武力紛争による避難民よりもはるか
に多いと報告2しています。

三井物産は、「TCFD提言に基づく情報開示」3において、過去5年間に発生した気候災害の状況
を基に調査し、物理的リスク評価を行っていると報告していますが、上記のような気候変動影響

の深刻さをどの程度評価しているかは不明です。また、自社の化石燃料事業がこうした物理的リ

スクの原因であることを認識しているかどうかも疑問です。三井物産は、LNG事業が気候変動リ
スクをもたらすかどうかを判断しようとせず、LNGの市場拡大を制限のない事業機会と捉えてい
ます。

3三井物産（2022年6月）「TCFD提言に基づく情報開示」
https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/environment/climate_change/pdf/ja_202206tcfd.pdf

2 OHCHR (23 June 2022), “Intolerable tide” of people displaced by climate change: UN expert,
https://www.ohchr.org/en/press-releases/2022/06/intolerable-tide-people-displaced-climate-change-un-exper

t

1 The Washington Post (April 28, 2022), Massive wildfires helped fuel global forest losses in 2021,
https://www.washingtonpost.com/climate-environment/interactive/2022/world-forest-loss-wildfires/



  IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の最新の報告書4では、「既存および現在計画中の化

石燃料インフラを追加的な削減措置なしに稼働可能年数にわたって利用した場合の将来のCO2
累積排出量の予測値は、温暖化を（50％超の確率で）オーバーシュートなしで、または限定的な
オーバーシュートありで1.5℃に抑えられるCO2累積純排出量を上回る。また、温暖化を（67％超
の確率で）2℃に抑制するCO2累積純排出量とほぼ同じである」ことが明らかになりました。つま
り、パリ協定で合意された目標である1.5℃以下に気温上昇を抑えるためには、企業は石炭火力
発電所を含む既存のインフラを段階的に縮小することに加え、新規の化石燃料事業の拡大や探

鉱を停止しなければならないということです。

自身のコミットメントを反故にする三井物産

三井物産は、2050年までにネットゼロエミッションを達成すると表明5していますが、国際エネル

ギー機関（IEA）が示した経路では、2050年までのネットゼロを達成するには2021年以降の新規
の石油・ガス田開発は整合しないことを示しています6。三井物産が進める化石燃料ガスの新規

事業は、この経路から完全に逸脱しています。

ガスは主にメタンで構成されており、20年間スパンで見ると二酸化炭素の80倍もの温室効果が
あります7。メタンはガス産業のサプライチェーン全体で漏れ出しており8、大気中のメタン濃度は

記録的なレベルに達しています9。IPCCの報告によると、温暖化を1.5℃程度に抑えるためには
今後数年間が重要であり、メタン排出も大幅に削減する必要があるとされています10。

ウルゲワルドが作成した、世界の石油・ガス生産の約95%を占める石油・ガス企業887社を網

羅する公開データベース「Global Oil & Gas Exit List」（GOGEL）11によれば、三井物産のポートフォリ

オは地球環境に多大な影響を与えるものです。三井物産は、2020年の上流の炭素排出事業（石

油、ガス、コンデンセート、NGL）への投資額が日本の5大商社の中で最大であり、開発中の中流

パイプラインに投資する2商社（三井物産、伊藤忠商事）のうちの1社です。さらにGOGELは、温室

効果ガス排出にとどまらない問題を抱え物議を醸しているために、資金提供者への評判リスクと

なるプロジェクトを3つ挙げています。

1. オーストラリアのスカボローガス田開発・バラップハブ（ブラウズLNG事業も含む）

2. ヤマルLNG及びアークティックLNG2プロジェクト：ロシア北極圏でのガス採掘

3. モザンビークのカーボデルガード：資源が豊富な紛争地帯

11 Urgewald, Global Oil & Gas Exit List, https://gogel.org/

10 IPCC (April 4, 2022), The evidence is clear: the time for action is now. We can halve emissions by 2030.,
https://www.ipcc.ch/2022/04/04/ipcc-ar6-wgiii-pressrelease/

9 NOAA (April 7, 2022), Increase in atmospheric methane set another record during 2021,
https://www.noaa.gov/news-release/increase-in-atmospheric-methane-set-another-record-during-2021

8 IEA (January 2021), Methane Tracker 2021, https://www.iea.org/reports/methane-tracker-2021

7 Nature (August 25, 2021), Control methane to slow global warming - fast,
https://www.nature.com/articles/d41586-021-02287-y

6 IEA (2021), Net Zero by 2050 - A Roadmap for the Global Energy Sector,
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050

5三井物産「気候変動」https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/environment/climate_change/index.html

4 IPCC (2022), Climate Change 2022 Mitigation of Climate Change,
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg3/downloads/report/IPCC_AR6_WGIII_SPM.pdf



2050年ネット・ゼロ・エミッション（NZE2050）に関するIEAの結論と
三井物産の方針・実践との比較

（注：三井物産は1.5℃のシナリオ分析を未実施。今後実施するとしている）

NZE2050に関するIEAの結論 三井物産の方針12 三井物産の実践　

「2021年時点ですでに締結してい
る事業以外に、2050年ネットゼロ
経路において新規の油田・ガス田

の開発が承認される余地はな

い。」

新規油田・ガス田の開発を排除

する、あるいは何らかの形で制

限する方針はない。

三井物産は、ベトナム（下記参照）お

よびモザンビークで新規事業を推進

中。

三井物産は事業パートナーと共に、

ウダバリ・ガス田の新規開発とボル

ワタ・ガス田の増産を計画しており、

インドネシアのタングーLNG事業を
拡大する予定。13

「現在建設中または計画段階に

ある多くの液化天然ガス（LNG）
液化設備も不要となる。」

新規の LNGプロジェクトの新規
開発を排除、制限する方針はな

い。むしろ同社は、LNG事業に
機会を見出している。

三井物産はオーストラリアでLNG施
設を開発中(下記参照)。

また、ロシアではアークティックLNG
2プロジェクトを進めている。

石油・ガスからの排出の総排出量

は、2020から2030年の間に23％
減少する（石油27％、ガス17
％）。

スコープ3の排出量目標が販売
した製品の使用には適用されて

いないため、石油・ガス製品の

最終消費における排出を制限

するものではない。

豪州ブラウズLNG事業におけるリスク

三井物産は50％保有する子会社MIMI14を通じてブラウズ・ガス田の7.2％15、ノースウェストシェ

ルフ（NWS）のカラサ・ガスプラント（KGP）の8.3％16の権益を保有しています。ブラウズLNG事業
は豪州西部の海洋ガス田を新たに開発し、採掘したガスを液化して液化天然ガス（LNG）にする
事業です。ガス田から900㎞に及ぶパイプラインを建設して既存プラント（NWS KGP）まで繋ぎ、
そこで液化する計画です。同プラントは豪州で最も古い設備で1984年から稼働していますが、技
術や設備の大幅改修による効率化を伴うことなく設備寿命を2070年まで延ばすことが、現在、提
案されています。ブラウズLNG事業は、このプラントにガスを供給する事業になります。

16 Woodside Energy, North West Shelf, https://www.woodside.com/what-we-do/operations/north-west-shelf

15 Woodside Energy, Browse, https://www.woodside.com/what-we-do/developments-and-exploration/browse

14三井物産（2012年5月1日）豪ブラウズLNGプロジェクトに参画
https://www.mitsui.com/jp/ja/release/2012/1205764_6495.html
三菱商事（2015年7月1日）豪州ブラウズLNGプロジェクトでの基本設計を開始
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2015/html/0000027978.html

13三井物産（2021年8月30日）インドネシア タングーLNGプロジェクト インドネシア政府機関によるCCUS事業を含
む開発計画の承認について https://www.mitsui.com/jp/ja/topics/2021/1241846_12154.html

12三井物産「気候変動」https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/environment/climate_change/index.html



ブラウズLNG事業の事業地は世界的にも重要な生物多様性ホットスポットであるため、事業が行
われれば海洋生物が壊滅的な打撃を受け兼ねません。ガス田部分は豪州西部で最大の珊瑚礁

であるスコット・リーフに位置し、リーフ内や周辺に54もの坑井を掘削してリーフ直下のガスを採
掘する計画となっています。同リーフは絶滅危惧種アオウミガメの営巣地、摂食地、回遊地であ

り、クジラやジュゴンを含む多くの海洋生物にとって、なくてはならない環境です17。万が一、坑井

から噴出でもすれば、スコット・リーフ自然保護区、アグロ・ローリー・テラス海洋公園、マーメイド・

リーフ海洋公園、ローリー・ショールズ海洋公園、そして39の絶滅の危機にある動物種をリスクに
さらすことになる、と事業者自身がアセスしています18。

三井物産はブラウズ・ガス田の権益を2012年に保有しました。このガス田は、オーストラリア本土
からかなり離れた場所に位置し、また、高濃度のCO2（8〜12%）を含んでいるため、開発計画は
技術的にも商業的にも難しいものです。環境影響対策として、事業者は二酸化炭素回収・貯留（

CCS）設備の設置を検討しているようです19。しかしブラウズLNG事業はまだ開発の初期段階に
あり、事業に対する最終的な投資決定を行うタイミングは設定されておらず、環境許認可も下り

ておらず、CCS計画も準備されてはいない段階です20。同事業への投資は、人類が気候変動に

よる大惨事を回避して住み続けられる地球を確保するための機会を危うくします。

ベトナムのブロックB-オモンガス事業におけるリスク

三井物産は完全子会社の三井石油開発（MOECO）を通じて、ベトナムのブロックBガス田（Block
B＆48/95、52/97）の権益を保有しています21。ブロックB-オモン・ガス事業は、海上のブロックB
ガス田の開発とそこからオモン発電所へのパイプライン建設等を行う事業です。オモン発電所は

4つの発電所で構成される予定で、合計3,810MW規模です。うち一つ（660MW）は既に建設され
現在は必要な緊急時に燃料油を用いて稼働しています22。

ブロックBからのパイプライン建設について、三井物産は公的支援を受けようとしており国際協力
銀行（JBIC）が支援を検討中です。JBICウェブサイトに2022年5月31日より掲載されている、同
事業の2018年に承認された環境影響評価（EIA）報告書23によると、事業は複合的で、ブロックB
からキエンザン経由オモンまでの海底及び陸上のパイプライン敷設、ランディング・ステーション

や分配ステーションの建設、分岐してカマウまで延びるパイプラインの敷設等を含みます。

23国際協力銀行（JBIC）環境影響評価等について入手済みのプロジェクト
https://www.jbic.go.jp/ja/business-areas/environment/projects/page.html?ID=63365&lang=ja

22国際協力機構（JICA） 2018 年度 外部事後評価報告書　円借款「オモン火力発電所建設事業（E/S）」「オモン火
力発電所メコンデルタ送変電網建設事業(I)～(IV)」「オモン火力発電所 2 号機建設事業(I)、(II)」
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2018_VNV-2_4_f.pdf

21三井石油開発（MOECO）https://www.moeco.com/project/vietnam.html

20 Upstream (May 18, 2022), Carbon solution imperative or Woodside's giant Browse gas reserves stay in the
ground,
https://www.upstreamonline.com/field-development/carbon-solution-imperative-or-woodsides-giant-browse-
gas-reserves-stay-in-the-ground/2-1-1220167

19 Upstream (May 18, 2022), Carbon solution imperative or Woodside's giant Browse gas reserves stay in the
ground,
https://www.upstreamonline.com/field-development/carbon-solution-imperative-or-woodsides-giant-browse-
gas-reserves-stay-in-the-ground/2-1-1220167

18 Greenpeace (June 2022), Deep-sea Disaster: Why Woodside's Burrup Hub project is too risky to proceed,
https://www.greenpeace.org.au/wp/wp-content/uploads/2022/06/Deep-Sea-Disaster-Report-Greenpeace.pdf

17 Conservation Council of Western Australia (2020), Australia's most polluting fossil fuel mega project,
https://d3n8a8pro7vhmx.cloudfront.net/ccwa/pages/11683/attachments/original/1581509847/CCWA_Clean-S
tate_Burrup-Hub_Report.pdf?1581509847



同事業はオモン発電所だけでなく、計画段階にあるキエンザン発電所（計画では合計1,500MW）
および既存のカマウ発電所（1,500MW、現在PM3 CAA海上ガス田からのガスで稼働中）へのガ
ス供給も目論んだ事業です。メタン漏出については上述しましたが、その問題に加え、これら大

規模発電所でのガス燃焼は大量の温室効果ガスを今後数十年間にわたり発生させることとなり

気候危機を助長します。

三井物産はこのような新規ガス事業に投資するのではなく、クリーンなエネルギーを支持すべき

です。特にブロックBガス田のガスを供給しようとしているベトナム南部は太陽光および風力の高
いポテンシャルがあり、洋上風力の可能性もあります。三井物産は自らも、海洋油・ガス田生産

設備事業について「中長期的に需要が減少するシナリオを考慮し、既存事業で培った知見を活

かせる分野（浮体式洋上風力等）への業態変革に取り組みます」としています24。石油やガス田

を新たに開発するのではなく、それらは減らすのみとし、洋上風力へと一足飛びすべきです。

モロッコのサフィ石炭火力発電事業におけるアンモニア混焼に向けた調査

三井物産はモロッコのサフィ石炭火力発電事業の事業会社の30％を保有しています。三井物産
は、同事業においてアンモニア混焼を導入するための実施可能性調査について、日本政府の補

助金を受けています25。しかしアンモニア混焼は未確立の技術です。その実用性、商業的実現可

能性、温室効果ガス削減効果は不確実です26。エネルギー・トランジションにおいて、石炭火力発

電所へのアンモニア混焼導入は間違った対策でしかありません。

三井物産が化石燃料事業を今後も継続することは、世界がこれ以上の気候危機を回避しようと

取り組んでいるアクションや、同社が掲げる「2050年ネットゼロ」と反します。豪州ブラウズLNGや
ベトナムのブロックB-オモンといった新規天然ガス事業の開発を止めるよう、株主として同社にエ
ンゲージするようお願いいたします。また、石炭火力発電所におけるアンモニア混焼は、発電所

の閉鎖時期を後ろ倒しし温室効果ガスの排出をロックインしてしまう間違った対策です。三井物

産はこのような対策の推進から手を引くべきです。

ご多忙のところ恐縮ですが、三井物産に対して行ったエンゲージメントの実績、あるいはその予

定について10月5日までに以下の連絡先までご返答をいただきたく、よろしくお願いいたします。
また、この要請書で述べさせていただきました私どもの懸念について、貴機関が果たすべきとお

考えの責任についてもご意見を頂戴できましたら幸いに存じます。

連絡先：

「環境・持続社会」研究センター（JACSES）田辺有輝
tanabe@jacses.org　

26 TransitionZero (2022), Coal-de-sac:Advanced Coal in Japan,
https://www.transitionzero.org/reports/advanced-coal-in-japan

25経済産業省（2021年8月27日）令和3年度「質の高いエネルギーインフラの海外展開に向けた事業実施可能
性調査事業費補助金（我が国によるインフラの海外展開促進調査：二次公募）」の採択結果について
https://www.meti.go.jp/information/publicoffer/saitaku/2021/s210827004.html

24三井物産「気候変動」https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/environment/climate_change/index.html


